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大津市議会議員政治倫理条例の一部を改正する条例を公布する。 

 令和４年12月22日  

大津市長  佐  藤  健  司 

大津市条例第61号 

大津市議会議員政治倫理条例の一部を改正する条例 

 大津市議会議員政治倫理条例（平成23年条例第66号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

（審査結果等の公表） 

第10条 議長は、審査の結果を公表しなければなら

ない。この場合において、前条第１項に規定する

陳述書が提出されたときは、陳述書の全部又は概

要を合わせて公表するものとする。 

 （措置） 

第11条 －略－ 

２ 議長は、審査会から審査の結果の報告を受けた

ときは、市民の信頼を回復するために必要と認め

る措置を講じ、これを公表しなければならない。 

（審査結果等の公表） 

第10条 議長は、審査の結果を速やかに公表しなけ

ればならない。この場合において、前条第１項に

規定する陳述書が提出されたときは、陳述書の全

部又は概要を合わせて公表するものとする。 

 （措置） 

第11条 －略－ 

２ 議長は、審査会から審査の結果の報告を受けた

ときは、市民の信頼を回復するために必要と認め

る措置を講じ、速やかにこれを公表しなければな

らない。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

大津市災害等対策基本条例の一部を改正する条例を公布する。 

 令和４年12月22日  

大津市長  佐  藤  健  司 

大津市条例第62号 

   大津市災害等対策基本条例の一部を改正する条例 

 大津市災害等対策基本条例（平成27年条例第48号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正前 改正後 

目次 

前文 

第１章～第６章 －略－ 

第７章 補則（第32条―第36条） 

附則 

（避難） 

目次 

前文 

第１章～第６章 －略－ 

第７章 補則（第32条―第35条） 

附則 

（避難） 
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第14条 市民は、災害及び危機に関する情報に留意

し、危険を認知した時には自主的に避難するとと

もに、市、防災関係機関等から避難準備情報、避

難勧告又は避難指示の発令があった時には、速や

かにこれに応じるものとする。 

２ －略－ 

 （おおつ防災の日） 

第34条 市民に広く防災、減災及び危機に関する理

解並びに関心を深めるようにするため、おおつ防

災の日を設けるものとする。 

２ おおつ防災の日は、別に市長が定めるものとす

る。 

３ 市は、おおつ防災の日の趣旨にふさわしい事業

を実施するよう努めるものとする。 

（財政上の措置） 

第35条 市は、防災対策及び危機管理に関する施策

を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるも

のとする。 

 （検討） 

第36条 市長は、この条例の施行後３年を目途とし

て、この条例の運用の実績等を勘案し、この条例

の規定について検討し、必要があると認めるとき

は、条例の改正その他必要な措置を講ずるものと

する。 

第14条 市民は、災害及び危機に関する情報に留意

し、危険を認知した時には自主的に避難するとと

もに、市、防災関係機関等から避難に関する情報

の発令があった時には、速やかにこれに応じるも

のとする。 

２ －略－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（財政上の措置） 

第34条 市は、防災対策及び危機管理に関する施策

を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるも

のとする。 

 （検討） 

第35条 市長は、この条例の施行後３年を目途とし

て、この条例の運用の実績等を勘案し、この条例

の規定について検討し、必要があると認めるとき

は、条例の改正その他必要な措置を講ずるものと

する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 


